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４　貧鉱処理問題の解決

　（１）梅根常＝郎による「還元焙焼炉」の発明

　鞍山製鉄所は操業開始以後連年欠損が続き，重大な経営危機に陥いっていた。それは ，

経済恐慌，技術面の未執さ，経営不良などの影響以外に，もう一つの基本的問題，つま

り貧鉱処理問題が解決できていないことが原因となっていた 。

　鞍山一帯の鉄鉱埋蔵量は豊富であったが，富鉱は多くなかった。鞍山製鉄所の設立時

点では，大弧山等の鉱区の一部で富鉱の存在が知られていただけで，その他の鉱区の大

部分は鉄分含有量４０％以下の貧鉱であ った。もっとも，製鉄原料としての鉄鉱石の品位

には，統一的な規格があるわけではない。鉄鉱石の品位か低くとも ，來雑物が石灰石や

石炭などの場合には，３０～３５％の貧鉱であったとしても ，なお経済的価値をもつ製鉄原
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
料とすることができた。しかし，鞍山一帯の貧鉱は，品位が低いだけでなく硅素が多く

含まれていた。そのため，鉄含有量５０％以上の鉱石とし，かろうじて比較的有利にする

ことが必要であ った。低品位の貧鉱を直接に製鉄に使用することは，石灰石とコークス

の消費量を必然的に増大させ，生産 コストの上昇をもたらすだけでなく ，技術面の困難

も存在していた 。
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　ただし，第１次世界大戦中の日本で生じた「鉄飢饅」は，鞍山製鉄所に鉄生産を急が

せ， こうした重大な技術上の問題を解決することを顧みさせなかった。同時に，戦争中

に貧鉱処理設備を購入することも困難であ った。さらに，いくつかの富鉱の発見により ，

選鉱問題は二次的地位のまま放置されていた。しかしながら，生産された銑鉄は硅素含

有量が大きく ，コストが高く ，競争力を持たなか った。そのほかに，資源面を考慮して
も， 限りある富鉱ぱかりを使用するという状況は長続きするはずがたか った。当時は鉄

含有量６０％ないし４０％の鉱石を混用することにより ，鉱石の平均鉄含有量を５０％以上に

保っ ていた。しかし当時明らかにされていた鉄含有量６０％以上の富鉱は，１００万トンに

達していなかった（埋蔵量の比較的大きい富鉱である弓長嶺鉱山は当時鞍山製鉄所に属していな

かっ ただけでなく ，そこに大量の富鉱があることもまだ未発見であ った）。 その後，いくつかの

富鉱か続いて発見されたものの，年間銑鉄生産量１００万トノという目漂を実現すること
，

つまり ，平均品位５０％以上の鉱石を毎年２００万トン需要しつづけることを，長期にわた

って維持することは困難であ った。このため，当面の需要を論じても ，また長期の発展

を考慮しても ，ともに貧鉱処理問題の解決に着手することが必要であ った 。

　１９２０年１月 ，製鉄所に臨時研究部が設立された。そこではまず，各鉱区の鉄鉱石埋蔵

状況と鉱石の構造，性質などが調査された。１９２１年６月 ，製鉄所はさらに米国ミネソタ

大学のア ップルビー を団長とする鉱山，地質および技術専門家（６人）を招請し，鉱区

の検討と鉱質の研究を行ない，また選鉱工場の計画と工場用地問題について詳細な調査

を行った。しかし，具体的結論はえられなかった。１９２１年８月 ，臨時研究部の梅根常三

郎らはついに，「還元焙焼法」の研究に成功し，貧鉱処理問題解決の道をさくりあてた 。

その方式はのちに「鞍山式焙焼法」と乎ぱれた 。

　貧鉱処理は一般に３つの工程を経てなされる。最初は破砕であり ，鉄鉱石の塊りの大

小に応じてまず破砕し，ついで ローラー ですりつぶす。その次は選鉱，つまり鉱石中の

鉄含有部分と來雑物を分離することである。一般には磁力選鉱と比重選鉱の２つの方法

があり ，どちらの方法が適当であるかは鉱石の性質により決まっ たが，多くの場合，磁

力選鉱が採用された。最後は焼結，つまり選鉱された鉄含有度の高い精鉱を焼結して塊

状にし，高炉製鉄への装入に都合良くすることである。以上の３工程を経てつくられた

焼結鉱は，つまり人造富鉱であ った。ただし，一般の貧鉱処理法では鞍山の貧鉱問題は

解決できなかった。それは鞍山貧鉱が次の諸特徴をもっ ていたからであ った。第１に ，

鉱粒が特別に小さく ，平均Ｏ．１ｍｍ以下であ ったこと 。第２に，堅硬であ ったこと 。こ

れらのために破砕に困難がともな ったこと 。第３に，磁性が小さくて磁力選鉱に不適当
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であったこと 。このため，以上の３工程のほかに１工程を加えることが必要であ った 。

それが，破砕の前に赤鉄鉱を焙焼炉内において還元し，磁化すると同時に，元来堅硬な

鉱石を柔軟にし破砕しやすくすることであ った。それが梅根たちが発明した「還元焙焼

法」であ った 。

（２）選鉱工場の建設

　梅根等による還元焙焼法の発明は，鞍山製鉄所の「成功」を確実にし，鞍山製鉄事業

の「癌」を「治癒」する希望をついにもたらすものと言われた。しかし，実験の成功か

ら工業的応用までには，なお相当の距離があり ，その間に実験を一つづつ重ねていくこ

とが必要であ った。１９２２年１月 ，製鉄所は急拠貧鉱２，５００トソの処理計画を作成したが ，

これは急造の計画であったため，現実化ができなかった。その後実際的には，１日の鉱

石処理量１００ト：／の中間的試験工場か設立され，還元炉，破砕機，筋選機，選鉱機なと

必要な実験技術設備を設置した。それと同時にまた，鞍山製鉄所はスウェー デソのグレ

ンダール，ドイツのクルツ プおよびホ ェー ルデ等の研究部門に鉱石を送り
，貧鉱処理方

法と工場建設計画の研究を委託した。それ以外にも ，１００トソの原鉱と焼結鉱を米国ミ

不ソタ大学鉱石研究所に送り ，選鉱工場建設を進める上で必要な基礎的試験を委託する

とともに，人員を派遣してその研究に参加させた 。

　貧鉱処理問題の解決のための研究において以上の方法をとっ たことは，実験や研究の

進展を促進した。梅根常三郎はついに１９２２年６月および７月に，あいついでｒ赤褐鉄選

鉱法」および「還元鮭焼炉法」に関する論文を発表し，日本政府より特許権を獲得した 。

それとともに中間的試験かくりかえされ，その結果は鞍山式旭元焙焼法か選鉱作業に適

していることを明らかにした 。

　１９２２年１月と８月の２回にわたって作成した選鉱工場設計案を基礎にして ，１９２３年４

月には，さらに銑鉄年産量１２万トソを目標とする選鉱工場建設計画が作成された。その

計画は，すでに数年間続いてきたただ一つの高炉による生産量（７～８万トン）をひき上

げることを明確にしていた。その後，経営を一層有利にするために計画生産能力はさら

に２倍，すなわち高炉２基の同時作業をめざすこととされ，それに対応して選鉱設備を

増やすことにな った。満鉄はこうした計画の重大性を考慮して
，１９２３年４月に技術審査

委員会を設立し，さらにまた，目本国内の関係専門家である大河内正敏，俵国一 本多

光太郎，斎藤大吉，白井哲五等に対して鞍山貧鉱処理法特別審査委員となることを要請

した。両方の審議結果はともに，経済面で十分な実現可能性があることを証明するもの
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であ った。審議を通じて年生産量は２０万トンに改められたが，その他の各項目はすべて

原案とおりに通過した。ちょうとこの時，１９２３年８月に日本の加藤〔友二郎〕首相か死亡

し， 政変が生じたのに続いて，さらに９月には関東大震災が発生した。これらはともに

選鉱工場の建設計画に多大の影響を及ぽした。しかし，その年の１０月４日 ，満鉄は〔計

画の〕実行に着手することをさらに決定し，それを１９２３年以後２年問で完成する事業の

中に含めた。こうした一連の拡張事業は「鞍山製鉄所第１期計画事業」と呼ぽれた。計

画に必要な資金は合計１ ，１０８．４４万円であ った。１９２４年９月４日 ，満鉄杜長はこの計画に

もとつく報告を内閣総理大臣ならひに外務大臣，大蔵大臣，農商務大臣等に対して行 っ

てし ・る
。

　（３）鞍山鉄鋼資源掠奪の拡大に向けての日本軍部の喧伝

　当時の日本においては軍国主義勢力は，政局を左右していただけでなく ，経済にも直

接に関与していた。鞍山製鉄所の貧鉱処理問題が解決をみた後，日本軍部が少しわめき

立てると ，鞍山一帯の鉄鋼資源に対する掠奪の拡大があおられることにな った 。

　１９２４年５月に日本参謀本部が作成した「鞍山製鉄所の拡張の必要性を論ず」と題した
　２）
一文は，日本帝国主義による鞍山製鉄所の設立と拡張がもつ侵略性と掠奪性を余すとこ

ろなく暴露している。日本軍部は次のように考えていた。戦時に必要なその他のいくつ

かの資源については比較的容易に獲得できるが，「ただ鉄だけは，どうしても隣国の資

源を提供させ，利用しなければならない。」日本の鉄鉱埋蔵量は非常に小さいという訳

ではないものの，採掘価値がある鉄鉱が欠乏している。このため，鞍山製鉄所の拡大が

有望であることを知ると軍部は「おどり上が って喜んだ。」彼らは「我国の国力を充実

させるためには，鞍山製鉄所の拡張は一刻を猶予できない急務である，と力説した 。」

彼らはつぎのように主張した。「この鉄鋼資源供給地を的確に構築するならぱ，我国の

対満政策は必ずやいっそう異彩を放つものとなり ，我国の国策もまたこのために確固不

動となり ，対中国外交政策に確かな規準がつけ加わることになるであろう 。したが って

このことは，我が帝国主義構想にまさに重大な関係を有することがらである 。」

　当時の状況にもとづき，日本軍部はつぎのように分析した。戦時における鋼鉄需要量

は１６７万トンであるが，国内では１００万トソを供給できるだけである 。銑鉄需要量は２３９

万トンであるが，国内では９２万トンしか供給できない。鉄鉱石必要量は４７８万トンであ

るが，国内では７８万トンしか供給できない。不足はこのように大きく ，一度戦争が発生

すると貿易という方法で不足を補うことは不可能となる。当時，鞍山製鉄所はすでに銑
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鉄生産量１００万ト■計画にもとつき，いくつかの設備の再増設などに着手しており ，確

実に増産が可能であ った。こうした理由から，日本軍部は鞍山製鉄所の拡張を「国防な

らびに用兵計画上」の重要事項とみなし，極端な場合には，目本の軍備の成否に関係す

るとみなしたのである 。

　経済発展の面よりみた日本軍部の計算では，１９１２年以後の１０年間の日本の年平均銑鉄

生産量は４２万トソであり ，必要な鉄鉱石は国内からの年平均２１万トンのうえに外国から

７０万トソ（朝鮮等の植民地から掠奪した数量を含む）輸入する必要があ った。国内の銑鉄生

産量は需要量の６０％，鉱石産出量は需要量の２５％にすぎず，鋼材生産量は５０万トノ前後

で需要量のわずか５０％であ った。それだけでなく ，日本国内の鉄鋼需要量は１０年毎に２

倍化すると普通考えられていた。つまり ，平時には国際貿易を通じて必要量の鉄鋼を獲

得できても ，一旦戦争が勃発し，海外貿易が途絶すると危機が「帝国商工業の基礎」に

及ぶ可能性があ った。とくに当時は震災のために鉄鋼需要量は急増していた。このため

鞍山製鉄所の生産能力の拡大は不可欠であ った 。

　日本軍部はまた，日本国内鉄鉱石処理問題の見通しはさだかでなく「鞍山の貧鉱処理

問題と一緒に論じることは不可能である」と考えていた。鞍山の貧鉱処理法は成功して

工業生産段階に入ろうとしていた。経済上および技術上もともに可能であり ，残されて

いたのは資金問題だけであ った。もし現有選鉱設備だけで生産を行った場合は，毎年の

銑鉄生産量は８万トンにすぎないだけでなく ，生産 コストは大きすぎ，インドおよび米

国銑鉄との競争は根本的に不可能であ った。もし拡張計画を実施すれぱ，生産量は２４万

ト：／に増大するとともに，コストは５０％低下することか予想された。生産量がさらに倍

化すれぱ，コストはさらに５０％低下するはずであ った。ｒもし生産量が１ＯＯ万ト：■に到達

すれぱ，コストは等比級数的に下降するであろう 。」「したが って，鞍山製鉄所の前途は

実に希望に満ちたものである。」投資については，満鉄が毎年日本政府に上納している

数千万円の株式配当をあてることによっ て総額２億円の投資が可能となると軍部は考え

ていた。彼らはまた，銑鉄を満足に獲得できなげれぱ必要な鋼材も獲得できないと強調

した 。

　（４）１９２６年からの銑鉄年産２０万トン体制

　投資総額１ ，１０８．４４万円にの陵る「第１期計画事業」（表８参照）は１９２３年秋に確定され

た後，２年にわたる工事を経て１９２６年初めに基本的元成をみた。工事項目はつぎのもの

を含んでいた。選鉱工場とその付属設備，製鉄設備の維持修理と付属設備の増加，コー

（１１６）
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表８　鞍山製鉄所第１期計画生産能力と予想生産量

１１７

工場と設備 設　計　能　力
１９２７年予想生産量
（万トン）

高　　　　炉 銑鉄２０万トン ２０

選　鉱　工　場 焼結鉱３５万トン ２９

コークスエ場 コークス２５万トン ２３

硫　安　工　場 硫安Ｏ．５万トン ０． ４３

タール蒸溜工場 タール１．８万トソ １．

３

ベンゼン エ場 ベンゼンＯ．３６万トン ０． ２２

ナフタリンエ場 精製ナフタリン０１０４８万トン Ｏ． ０４８

耐火煉瓦工場 煉瓦その他０．６万トン ０． ６

セメント煉瓦１５万個

鉱津煉瓦工場 鉱津煉瓦５０万個
一

資料出所 ：［鞍山製鉄所事業概観』〔鞍山製鉄所（古田博一編），昭和５年〕ｐｐ，９－１０
。

表９　１９１９～１９２８年の鞍山製鉄所銑鉄生産量とコスト

年　度 銑鉄生産量（トン） 生産増加指数
トン 当たりコスト

（円） コスト指数

１９１９ ３２ ，１２６ １００ １３０ ．７２ １００ ．０

１９２０ ７６，０９４ ２３７ ９１ ．１９ ７０ ．５

１９２１ ５８，１０７ １８２ ７８．９７ ６０ ．４

１９２２ ６７ ，４９２ ２１０ ６９．７３ ５３ ．３

１９２３ ７３ ，４６１ ２２９ ５４ ．６０ ４１ ．７

１９２４ ９６，０２２ ２９９ ５８ ．０７ ４４ ．４

１９２５ ８９ ，６７６ ２７９ ６７ ．３６ ５１ ．５

１９２６ １６５ ，０５４ ５１４ ５１ ．３０ ３９ ．３

１９２７ ２０３ ，４４５ ６３３ ３５ ．２４ ３５ ．６

１９２８ ２２４ ，４６１ ６９９ ２８ ．５２ ２１ ．８

資料出所 ：（１）昭和製鋼所，［総合統計期報」，第５巻，第１４６～１４７頁 。
　　　（２）満鉄経済調査会，［日満支に於ける工業製品需給状況調査』，第１巻，第２０４～２０５頁 。

クスエ場，副産物工場，工具加工工場の拡張および鉱山関係のいくつかの項目 ，水道 ，

動力設備の拡張。以上のうち主なものは選鉱工場とその付属設備であり ，投資総額の

５０％以上を占めていた。それは新たな建設工事であり ，設備は複雑で，設置と調整およ

び試運転におよそ半年間かかり ，１９２６年７月に正式運転を始めた
。

　この期の工事において，選鉱以外の設備はすべて拡充や付加的性質のものであり ，銑

鉄年産量２０万トノという全体目標に向けて足並を揃えるものてあ った。それ以前におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）ては２基の高炉が交替で操業されており ，１つの高炉による生産が続けられていた。高

炉の改修の進行と必要な付属設備の増補によっ て， １９２６年７月２７日の２号高炉第２次火

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７）
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入れ以降，高炉２基同時作業時代が始まっ た。 言いかえれぱ，１９１９年の１号高炉の火入

れより７年の時間が経って，やっと鞍山製鉄所の設備の基本配置がなされ，生産技術が

関門を通過して，生産が正常な軌道をすすむようにな ったのである。表９で見ることが

できるように，１９２６年以前の銑鉄生産量は７～８万トソの水準をつづけ，終始１０万トン

を突破することがなかった。第１期計画工事が完成し，２基の高炉が同時操業して，生

産量は急速に増加して２倍以上になり ，コストも５０％低下している。この時より銑鉄年

　　　　　　　　　　４）
産２０万トン時代に入った 。

　　 １）非金属系の元素（Ｓｉ）。 灰色の無定彩の固体または結晶体を成しており ，光沢がある。多

　　　様な元素と化合し，地殻中に非常に広く分布している。普通の粒子は純粋ではなく ，二酸化

　　　硅素である 。

　　 ２）　 日本外務省史料（マイクＰフイルム），ＭＴ２８０，１７５ ・２３，ＰＰ
・４３１～４６６

・

　　 ３）　 １号高炉は１９１９年４月２９日に火入れされたが，１９２１年１１月１６日に故障のため停止している 。

　　　 ２号高炉は同年１２月１６日に火入れされた。事故が頻発したため，１号高炉は再び１９２４年１０月

　　　 に第２次の火入れがなされた。２号高炉は１９２５年３月１日に停止し ，１９２６年７月２７日にな っ

　　　てやっと第２次の火入れがなされた 。

　　 ４）　２基の高炉の同時操業が実現したのがこの年の７月になってからであ ったため ，、 この年の

　　　年間生産総量はなお２０万ト川こ達しなかった 。

５　整頓措置と拡張計画

　（１）固定資産伽却と炭価および運賃の引下け

　１９２７年に日本軍閥田中義一が政権を握り ，内閣総理大臣に任命されると ，我が国東北

に対して彼はいわゆる「積極政策」，つまり侵略と拡張を強化すると同時に武力による

全東北征服を準備することを推進しはじめた。そのために田中は三井財閥の代表であり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
政友会領袖の山本条太郎を満鉄総裁に任命した。彼は就任するとまもなくいわゆる「満

鉄新経営策」を提唱して「満蒙の開発」を叫び，我が国東北を徹底的に日本帝国主義の

植民地としてしまうことを企てた。この侵略の目的を達成するために彼は張作森と結託

し， 「新満蒙五鉄道」条約を締結して鉄道権益をかすめ取るとともに，大連農事会杜を

設置して移民侵略を強化し，東北の木材，羊毛，皮革，柞蚕糸および各種鉱産物の大掠

奪計画を提起した。その他にも彼は極力鞍山製鉄所の拡大を強調し，鉄鋼資源の掠奪を

強化した 。

（１１８）
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　山本は彼のいわゆる就任の辞の中で非常に大きな紙幅を割いて鞍山製鉄所の重要性を

強調した。彼は毎年３００万円余りにのぽる鞍山製鉄所の欠損が，貧鉱処理問題の解決や

経費の節約，石炭供給の改善等を通じてのみ除去できると考えていた。当時貧鉱処理問

題はすでに解決し，鞍山の人造富鉱もすでに比較的高水準に到達していた。ただし経営

問題が解決されなけれぼ，さらに大規模な掠奪を実玩することは不可能であ った。山本

条太郎の野望は大きく ，日本帝国主義の貧欲な本性を暴露していた。山本は１トンの鉄

〔鉱石〕毎に石炭２トンが必要であると計算した。当時我が国東北で判明していた石炭埋

蔵量は２５億トンであり ，ち ょうど１２億トンの鉄鉱石埋蔵量の製鉄に必要な量に相当した
。

このように，我が国東北の石炭と鉄鉱石を用いれぱ，日本は３．５億トソの銑鉄を生産す

ることが可能であ った。もし鉄需要量が２７年毎に２倍に増えるとして計算すれぱ，少く

とも５０～７０年は供給可能である。こうして「満州からの供給は日本の鉄にとっ て有用で

あり ，それは今後の自給にとっ て非常に重要な問題であ老１。

　山本条太郎がこの時鞍山製鉄所の重要性を極力強調するとともに，経営の改善と欠損

の是正問題を提起したことは，当時の日本の政治経済状勢と切り離すことができない
。

日本は戦後恐慌に突入して以来一度も真正の好景気を経験せず，不況につぐ不況に見舞

われていた。こうした不景気の下で，１９２３年にはさらに関東大震災が発生し，日本経済

のさらにいっそうの不振と産業および金融の全般的不健全化をもたらした。１９２７年３月

にはその上深刻な金融恐慌が発生し，秋風に落葉が一掃されるかのように銀行がつぎつ

ぎに倒産した。経済恐慌の影響は国内の階級矛盾の先鋭化を導き，政局は大きく動揺し
た。 軍閥より田中が出て来て内閣を組織したことは，このように偶然ではなかった。こ

の時内閣は侵略の強化によっ て打開の道を求めるとともに，経済恐慌の苦境からも脱出

しようとした。山本条太郎が命を奉じて実施した侵略政策は，そうした要望から生じて
し・ た。

　恐慌およひ不況の連続に直面した戦後の資本主義世界は，産業合理化や技術革新，な

らびに経営改善を通じて苦境からの脱出を試みた。その本質は，労働者階級と勤労人民

に対する搾取をいっそう強化することに他ならない。山本条太郎が実行したのも ，まさ

にそうした一連のことがらであ った。彼は就任後すく“に「経済化，実務化」の必要性を

提起し，大幅に支出を削減するとともに大量の人員整理を行な った。彼は鞍山製鉄所の

簡素化と ，人件費の１５％削減の必要性を決定した。それは経営の改善に対して一定程度

作用したものの，生産 コストの低下に究極的に多大の作用をなしたかどうか，なお疑問

である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１９）
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　１９２７年に第１期事業計画か完成し，２基の高炉の同時作業か実現することによっ て，

コストは大きく低下し，欠損も大幅に縮小した。ただし，この１年はなお多少の欠損が
　　３）
生じた。銑鉄コストがもう一段低下できなかったのは，主に減価償却費が非常に大きか

ったことの影響であ った。鞍山製鉄所は第１次世界大戦期に建設されたために，設備建

設費は高くついていた。戦後の鉄鋼不況により企業経営は苦しく ，１９２５年に至るまで固

定資産の減価償却の実施をずっと見送っていた。このようにな ってくると ，どんなに管

理を強化しても生産コストのそれ以上の低下は不可能であ った。こうした状況の下で ，

山本条太郎は日本金融界の注目を集めた一措置を採用した。すなわち，固定資産の減価

償却を実施し，その償却率を５０％としたのである 。・

　表１０において１９２０年の投資額が減少して　　表１０　１９１９～１９２８年鞍山製鉄所投資額

いるのは，総額７００万円にのぽる市街地 ，

土木施設および住宅等を満鉄鞍山地方事務
４）

所に移管させたためである 。１９２５年の投資

額が突然増大しているのは，貧鉱処理設備

を主とした第１期計画工事を実施したため

である。１９２７年の投資額の急激な減少は固

　　　　　　　　　　　　　５）
定資産の減価償却の結果である。もともと

の償却概算額は２，５００万円であ ったが（表

１０の数字は概算にもとづいている），実際の償

却は２７ ，７７４，６１８円に達した。この償却総額　　　資料出所［鞍山製鉄所事業慨観’Ｐ５乱

を減価償却期限２５年，すなわち毎年４％として計算すれぱ，毎年の減価償却額は

１， １０９，７９５円となる。毎年の銑鉄生産を２５万トソとして計算すると ，銑鉄１トソ 当たり

の減価償却費を４．４０円引き下げることができた 。

　山本条太郎が採用したもう一つ別の重要な経済措置は鉄道運賃と石炭販売価格を改定

したことである。つまり従来の杜内の計算方法を改めて，鞍山製鉄所に対する石炭販売

価格と鉄道運賃を原価に近い水準に低下させたのである。統計によれは，こうした結果 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
１９２８年の銑鉄生産量２２４４万ト：■で計算して単位あたりコストか９２４円切り下げられた 。

また石炭価格と運賃の引下げにより ，製鉄所は毎年の出費を２０９万円削減できている 。

　以上の各種の措置の採用により銑鉄の生産 コストは，１９２６年のトソ 当たり５１．３０円か

ら１９２８年の２８５２円へ大きく低下した。生産量の大幅な増大もコスト低下の主要原因の

１つであることは当然である。しかし当時の状況を考えれぱ，固定資産減価償却額の減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２０）

年　度 製鉄所投資額 満鉄投資総額に（万円） 占める比率（％）

１９１９ ３， ７６９ ．０６ １０１２

１９２０ ３， ２６４ ．７３ ７．

５

１９２１ ３， ３９０．５７ ７． １

１９２２ ３， ４５４ ．１８ ５． Ｏ

１９２３ ３， ５４０ ．２０ ６． ６

１９２４ ３， ９５０．４２ ６． ９

１９２５ ４， ５３１ ．０８ ７．

６

１９２６ ４， ５９０．２２ ７． ７

１９２７ ２， ０７４ ．７６ ３． ２

１９２８ ２， ０８７ ．１３ ３． １
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少および，炭価と運賃の引下げが コスト低下に対していっそう大きな作用を及ぽしたと

言うことができる 。１９２８年の銑鉄 コストは１０年前の操業開始時の コストのた った５分の

１とな った。それは世界的に見ても低い水準に属しており ，インド銑鉄の コストをわず

かに上回る程度であ った。１０年にわたる欠損の時代は終り ，その年の利益は１２０万円に
　　７）
達した 。

　（２）日本政席鉄鋼補助費の獲得

　鞍山製鉄所の経営状況の好転をもたらしたもう１つの別の要因は日本政府の保護政策

である。１９２７年より鞍山製鉄所は製鉄補助金を獲得し始めた
。

　鉄鋼保護政策には関税と奨励金の２つの方法がある。しかし鞍山製鉄所は中国領土内

にあるため，日本の関税保護を受げるという方法には不都合があ った。満鉄はくり返し
　　　　　　　　　　　　　　　　８）
特別の配慮を申請したにもかかわらず，日本政府の認可をえることは困難であ った。こ

うして奨励金の方法でのみ何らかの援助の獲得が可能であ った 。

　日本の「製鉄業奨励法」は１９１７年に制定された。同法の規定にもとづき製鉄業は，所

得税，営業税，機械設備輸入税の免除および土地収用法の適用という特別待遇を獲得で

きた。戦後もこの奨励法は継続し効力をもっ ていたが，その性質は若干変化し，救済的

色彩を帯びるようにな った。経済恐慌の影響を受けて鉄鋼業は危機にさらされ，重大な

苦境に陥いっていた。１９２１年の改正後の奨励法によっ て船舶用鋼材製鉄業に対する奨励

がなされたが，その目的は戦時に膨張した生産を維持することであ った。その後，鉄鋼
　　　　　　　　９）
業は連合体を結成し，国産品の奨励，外国産品の制限，鉄鋼自給策の制定を要求した 。

　このような状況の下で，日本政府は１９２５年の第５１回議会において，外国銑鉄輸入阻止

を目的とする関税改正案を提出した。議会はこの提案をうけ，議会関税調査委員会に具
　　　　　　　　　　〔１〕
体的方策の研究を命じた。同委員会の研究の結果は，従来トン 当たり１．６７円であ った関

税をトソ当たり約７円に引き上げようとするものであ った。中国東北の生産物が日本に

輸出されるならば，この税率が適用されることにな った。そこで満鉄と本渓湖煤鉄公司

等は，なんらかの名目で中国東北産銑鉄に対して関税引上げ額に相当する補助金を支給

することを希望した。それに対して日本政府はおおよその同意を示した。ただし１９２６年

初めの閣議において，外務省がイソドによる対日綿糸輸入等に対する報復関税制定の懸

念を表明したため，関税引上げ案は最終的には否決された。１９２６年１月１８日 ，日本内閣

は関税を据置いたままで他の方法による製鉄事業の奨励を追求し ，１９２６年より日本国内
　　　　　　　　　　　　１０）
で実行に移すことを決定した。その後決定された奨励策は，鋳造用銑鉄に対する補助が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２１）
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ト：■当たり３円，製鋼用銑鉄に対する補助がトン当たり５円，製鋼用溶鉄〔自家製鋼用

銑鉄〕に対する補助がトン当たり６円であ った。この政策の実施については元来，中国

東北製鉄業を除外することか規定されていた。その後請求に応じて ，１９２６年３月２３日に

衆議院特別委員会は上述の修正を加えられた製鉄業奨励法に対してつぎの希望条項を可

決した。すなわち，「満洲の製鉄業は我国の鉄鋼国策と重要な関係を有している。政府

は本法案提出の趣旨を考慮して，ただちに満洲製鉄工場に対して適当な補助政策を制定
　　　　　１１）
すべきである。」これに対して日本政府は同意を表明した。しかし，日本国土外（鞍山製

鉄所，本渓湖煤鉄公司をさす）に関わることがらであり ，対外関係も考慮すると ，上述の

補助政策の直接適用は難しいというのか　般的考え方であった。そこで便宜的計略か考

えられ，政府は満鉄の監督機関（関東庁）を経由して，地方費補助の名目で補助を与え

ることを決定した 。

　日本国内の製鉄業は１９２６年より政府の補助を享受し始めた。満鉄は１９２６年の生産量に

基づき，現地販売部分については日本国内と同じ補助額を計上し，日本への輸出分につ

いては日本国内と同じ補助額の計算の他に日本輸入税に相当する額を加算し，このよう

に総計１００万円を算出した。目本政府はこの金額を承認し，関東庁予算に計上した。た

だし，その後「補助費を一年前に遡ることは認められない」こととな った。１９２７年より

補助金を発給し始められることに改められ，日本国内より一年遅れとな った。１９２７年８

月に関東庁は規定を変更し，補助費の受取りを日本（朝鮮を含む）向け輸出銑鉄に限定

するとともに，補助額の上限を１ＯＯ万円とした。１９２８年鞍山製鉄所は銑鉄生産量を２８万

トソに引上げる拡張計画を実行に移すとともに，政府に対して補助金の増額を要求した 。

日本政府は原則として同意したものの，大蔵省は資金の関係で拒否をした。それだけで

なく ，１９３０年よりこの補助額は１００万円から８０万円に減額されている。満鉄は何度も要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
請したが，もとの金額に回復することはなかった 。

　（３）　３号高炉の建設

　山本条太郎は鞍山製鉄所に対してまず整理を進め，生産と経営状況が好転した後に ，

つついて生産設備の拡充に着手し，それを満鉄総裁就任以来の新たな重要事業の一つと
　１３）

した。当時，日本の銑鉄生産量は需要量と比へて２５～３０万トノ少ないうえに，毎年の需

要量は約５～６万トンづつ増加していた。山本は鞍山製鉄所の貧鉱処理法がすでに良好
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
な結果を獲得し，経営面も欠損から利益に転じており ，５５０万円の追加投資を決定する

のに都合が良いと考えた。それは，高炉１基を新たに建設するとともに，それに応じた

（１２２）
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コークスや選鉱等の付属設備の拡充

を行い，製鉄生産能力を２０万ト１■か

表１１　１９２８～１９３１年鞍山製鉄所各高炉

　　生産量対比　　　　　　（単位 ：万トン）

ら２８万トンに引き上げようとするも

のであ った。工事は２年以内に完成

する計画であ った。このため，１９２８

年１月１８日に製鉄所は臨時建設事務

所を設立した 。

　１９２８年の１年間で，３号高炉とそ

の付属設備の設計が完成しただけで

なく ，基礎工事と部分鉄骨構造工事

施行計画が成しとげられた。１９２９年

４月以降，高炉の炉体，熱風炉，貯

鉱場，ガス浄化設備等の据えつけが

着手された。その他 コークス，選鉱 ，

運輸等の付属設備工事の進度もまた

速やかであ った。１９３０年３月９日に

３号高炉は操業を始め，８月には最

終工事がすべて完了した 。

　従来の１号および２号の２基の高

炉の年問生産高は合計２０万トンであ

った。山本条太郎による３号高炉建

設計画の目的は生産量の引上げとと

もに，１号高炉を交替させ後備とす

ることにもあ った。当該高炉の大改

修の時期が迫っていたからである 。

１９３０年３月９日 ，３号高炉の火入れ

式が挙行されたその日に，１号高炉

の火が消された。新たに建設された

銑鉄日産５００トソの高炉はアメリカ

製で，当時の先端設備であ った。そ

れはアジアにおいて「第１位」であ

年度　計　１号高炉２号高炉３号高炉
１９２８　　　　　２２ ．４４　　　　　１０ ．７７

１９２９　　　　　２１ ，０４　　　　　９ ．４１

１９３０　　　　　２８．８４　　　　　　　一一

１９３１　　　　２６．９４　　　　　　　一

１１１６７　　　　－

１１ ，０４　　　　　０ ．５８

１１ ．４８　　　　１７ ．３５

１０．８３　　　　１６ ．１１

注： １９２９年の３号高炉は試験生産 。

資料出所 ：（１）昭和製鋼所［総合統計期報』第５巻第１号 ，

　　　　ｐｐ
．１４６－１４７

。

　　　（２）満鉄経済調査会［日満支に於ける工業製品需
　　　　給状況調査』第１巻，ｐｐ．２０４－２０５ 。

　　表１２　１９２３～１９３１年鞍山と本渓湖の

　　　　銑鉄生産量比較　　　　（単位 ：トン）

年　度 本　渓　湖 鞍　　山

１９２３ （　１４５）　　２４ ，３２８ ７３ ，４６１

１９２４ （　４２０）　　　５１ ．９５０ ９６，０２２

１９２５ （２，９０２）　　４９
，９９０【２１

８９，６７６

１９２６ （１ ，２４１）　　　５１ ，０００ １６５ ，０５４

１９２７ （４，４３８）　　５０，５００ ２０３，４４５

１９２８ （４
，２９５）【１１　６３，０３０ ２２４ ，４６１

１９２９ （８，８５０）　　　７６，３００ ２１０，４４３

１９３０ （６，０３９）　　　８５ ，０６０ ２８８，４３３

１９３１ （１Ｏ，１９６）　　６５ ，６２０ ２６９，４９４

注括弧内は低燐銑生産旦
資料出所 ：〔東北物質調節委員会研究組〕丁東北経済小叢書』９ ，

　　　鋼鉄，１９４８年，ｐｐ，７７－７８ 。
訳庄 ：［１１原資料では４ ，２７５，１２１同 ，４９，９９９ 。

表１３　１９３０年における鞍山製鉄所と日本資本

　　鉄鋼企業全体の生産量比較（単位 ：万トン）

製鉄所 生産能力 銑鉄年産量

八幡製鉄所 ７５ ．８２ ６７ ．３８

東洋製鉄
１８ ，０２ １９ ．１４

ケ輪西製鉄
１７ ．６８ １１ ．７９

釜石鉱山
２６ ．１８ ９． ５６

浅野造船
５． １Ｏ ５． ８０

兼二浦（朝鮮） １０ ．２０ １５ ．０５

本渓湖（中国） １０ ．２０ ８． ６４

鞍山（中国） ３４ ，００ ２６ ．２９

計 １９７ ．２０ １６３ ．６７

庄：この表に並んでいる統計数字は他の資料と若干の相違があ

　る 。１９３０年の鞍山製鉄所の生産且は２８８４３３トノとすへき
　である 。

資料出所 ：東亜経済調査局ｒ本邦鉄鋼業の現勢』〔経済資料 ，

　　　通巻第１８２号〕ｐ ．７８．１９３２年１２月〔１９３３年１月〕。

（１２３）



１２４ 立命館経済学（第３８巻　第１号）

ると山本条太郎は誇った。１９２９年の試験生産を経て，１９３０年の正式操業後すぐに設計能
　　　　　　　　　　１５）
カヘの到達がなされた。その年，鞍山製鉄所の銑鉄生産量はただちに２８万ト：■以上に達

した（表１１参照）。

　鞍山製鉄所が銑鉄２８万トン計画を実現して以降，その地位に大きな変化が生じた 。

　まず，日本帝国主義か我国東北に設立したもう一つの鉄鋼企業，つまり大倉財閥資本

が支配する本渓湖煤鉄公司と比べると（表１２参照），１９３０～３１年には両者の差は２０万トン

となり ，後者ははるか遠くに離されるに至った 。

　ついで，日本資本の鉄鋼企業全体（日本国内およぴ朝鮮，中国東北の各鉄鋼企業を包括す

る）の中で，鞍山製鉄所は生産能力だけでなく ，実際の生産量においても ，日本最大の

鉄鋼企業　　八幡製鉄所　　に及ぱないだけで，第２位を占めるに至った。１９２８～３１年

において日本国内の銑鉄生産量は毎年約１００万トノであり ，鞍山製鉄所の生産量はその

４分の１に相当するものであ った（表１３参照）。

　　１）山本条太郎（１８６７～１９３６）は三井物産上海支店長およぴ三井物産理事の任に就いたのち
，

　　　１９２０年に三井を背景にして政界に入り ，５回にわたり衆議院議員をつとめるとともに，政友

　　　会政務調査会長および幹事長をつとめた 。

　　２）１９２７年７月 ，満鉄総裁山本条太郎ｒ就任の辞」，［東方雑誌』第２５巻第２４号，ｐｐ５８－５９ ．

　　３）１９２７年の欠損額は１５７，５４２円であ った 。

　　４）地方事務所は満鉄が付属地に設けた行政機関であ った 。

　　５）当時満鉄全体にわたって新たな資産再評価が行なわれた。１９２７年決算において一方で建物

　　　や車両，設備，機関車，鉱区，有価証券等の評価が１億４，５６０万円切下げられるとともに ，

　　　もう一方で，それと同一額だけ土地評価が切上げられ，各種固定資産の評価額の新たな均衡

　　　がつくり上げられた 。

　　６）　［昭和製鋼所廿年誌』ｐ．３３２ ．

　　 ７）　［山本条太郎 ・伝記』Ｐ７１１．１９４２午。

　　８）例兄は，１９２４年９月４日に満鉄総裁が日本内閣総理大臣等に第１期拡張計画を報告した際

　　　に，同時にあわせて鞍山製鉄所が日本に輸出する銑鉄を国内銑鉄として扱い，輸入税を免除

　　　することを要望した。１９２５年の日英協定関税廃棄によって税率は百斤あたり８２銭（日本円

　　　　１円＝１００銭）から１Ｏ銭に回復することにな っており ，またその機会を利用して民間製鉄業

　　　のために関税引上げがなされようとしていた。この他にも鞍山製鉄所は中国から銑鉄を輸出

　　　する際に中国の輸出税として１担あたり０７５海関両，〔日本円に〕換算して２円を納入する必

　　　要があ った 。

　　９）１９２５年，日本鉄鋼協議会成立。１９２６年６月 ，銑鉄共同組合成立 。

　　１０）満鉄楮案，甲種，総体，文書，雑，第３２冊の５ ，第２６号 。

　　１１）ｒ満洲製鉄業奨励金受給の経緯」，満鉄楮案，甲種，総体，監理，関係会杜監理，昭和製鋼

　　　所，第９１冊の５ ，１３，第１４号 。

（１２４）



　　　　　　　　　　解学詩「鞍山製鉄所の変遷」（２）（松野）　　　　　　　　　１２５

１２）　日本国内の補助金額も１９３３年に半減するとともに，１９３４年には完全に消滅した
。

１３）　これ以外に，撫順のオイルシ ェールエ業を拡大し，生産能力を５５，Ｏ００トンにまで引上げよ

　うとした他，大連甘井子石炭埠頭の拡張，海運業を大連汽船会杜に統一し，船舶を増加させ

　る等があ った 。

１４）　丁山本条太郎 ・伝記』第５９０頁の記載によれぼ，投資額６００万円，実際工事費９００万円である 。

１５）　３号高炉はアメリカの設計と製造に基づいていたが，現地の鞍山の状況への配慮が十分で

　なく ，高炉の構造には後の章で詳しく見るように，いくつかの欠点があ った 。

〔訳注〕

　〔１〕　第５０議会（１９２４．１２．２６－１９２５．３ ．３０），第５１議会（１９２５．１２．２６－１９２６．３ ．２５）

ともに，政府による銑鉄関税引上げ法律案の提出，ならびに議会による関税調査委員会設置につ

いて確認できない（議事録等参照）。 ただし，関税改正にむけて政府内に設置された委員会（関

税率改正調査委員会）の議を経て，トン 当たり７円への銑鉄関税引上げ案を第５１議会に提出する

ことを政府が一度決定したことは事実である（通商産業省編『商工政策史』第１７巻，ｐｐ
２４１－２４２などを参照）。

６　朝鮮での製鋼所事業建設計画の挫折

　（１）製鋼計画の策定

　鞍山製鉄所の生産と経営状況が改善されると ，野心家の山本条太郎は高炉とその関連

設備の拡張を決定しただけでなく ，中国東北鉄鉱資源を全面的に掠奪するための一つの

新たな計画をうち出した。それは銑鋼一貫作業を実現し，鞍山製鉄所を独立企業に改め

るとともに，日本独占資本を吸収し，我国東北鉄鋼資源に対するさらに大規模な掠奪を

進めようとするものであ った 。

　製鋼計画は鞍山製鉄所の設立初期に策定されていたが，その後の経済恐慌の影響によ

り， まだ実施ができていなか った。この１０年間「惨潜たる経営」が続いた後，貧鉱処理

問題はすでに解決し，それに加えて固定資産評価額の削減と石炭価格ならびに運賃の引

下げ等がなされたため，生産 コストは著しく低下し，製鋼計画がふたたび新たに日程に

上っ てきたのである 。１９２８年５月中旬，山本条太郎は満鉄の関係部門に計画の立案を命

じた。命令をうけた部門では，まず鋼材の需要状況から調査を始め，その結果，当時東

北の需要量は毎年１１．５万トンであり ，山東は２万トン，河北は５．３万トンであることが

明らかにな った。さらにもし東北の鉄道の枕木（約３０万本）を鉄鋼に変えれぱ，鋼材は

（１２５）
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２．

５万トン必要であ った。これらの状況を総合すると ，中国北部地域だけを販売対象と

した場合には需要される鋼材の品種および規格が繁雑となり ，先進設備が成功しないと

彼らは判断した。このように経済面から言えぱ，製鋼業を始める価値は認められなか っ

た。 したがって，もし製鋼業を始めるのであれば，日本鉄鋼業が需要する粗鋼に重点を

おくことによっ てのみ可能であり ，その他の場合は不可能であ った。規模としては３０万

トンが適当で，そのうち２０万トンを日本に供給し，現地で１Ｏ万トンを販売する。これが

満鉄本杜側の当初の計画案であ った。鞍山製鉄所も銑鉄生産量４６万トン，鋼材２０万トソ

の一計画案を策定し，１９２８年６月初めに満鉄本杜に報告した。満鉄理事会は討議の結果 ，

事柄の重要性を考えて慎重な処理が必要であるとし，さらに詳細な調査研究を進めるこ

とを決定した。そこで鞍山製鉄所千秋所長および梅根製造課長等は，目本の八幡や中国

の関係各地で広汎な現地調査を実施した。調査結果にもとづき，当初の計画案は銑鉄４０

万ト１■，鋼材２３万トンに修正されることにな った 。

　山本条太郎はその計画案を採用すべきであると考えた。１９２８年７月２７日 ，満鉄は修正

した計画を日本鉄鋼業の連合組織（鉄鋼協議会）に提出し，討論がたされた。満鉄側で

は千秋所長等か会議に出席した。鉄鋼協議会では計画案にもられた製品種類に対して意

見は述べられず，日本国内に対して粗鋼が供給されるべきであるということだけが提起

された。それは当然，日本国内鉄鋼業に有利であ った。粗鋼は各種鋼材への加工に用い

ることができ，さらに多くの利潤をむさぽることができる。鉄鋼協議会は満鉄が提出し

た計画案に対して，正式の回答を行う必要性を認めた。そのため同会は，協議会の参加

各企業に対して将来の増産計画を報告するように命令し，それを基礎として増産の余地

およひ国内で欠乏する品種や数量を調査ならびに研究した後に，９月上旬満鉄に対して

回答を送った。それ以前に日本鉄鋼協議会は，さらに大連の満鉄本杜に人員を派遣し ，

鞍山製鋼計画中の生産品種等の問題についての討論に参加している。これらの状況はす

べて，鞍山製鉄所の製鋼計画が完全に日本の必要にしたがって制定されたものであり ，

日本鉄鋼業界の意見を徴収したものであることを明らかにしている 。

　しかし１９２８年１０月の確定された「鞍山製鉄所製鋼計画案」には，中国長江以北の毎年

４０万トンの鋼材需要がすべて輸入に依存しており ，中国の関税改正後は中国に製鋼企業

を設立することが断然有利となる，と述べられている。このため，鞍山製鉄所に大型の

製鋼設備が急いで増設され，中国の必要とする鋼材と日本の必要とする銑鉄および粗鋼

が供給されなけれぱならなかった 。

　日本鉄鋼資本が中国長江以北の鉄鋼市場の独占を企てていたことは指摘されなけれぱ

（１２６）
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ならないし，事実である。しかし，もし鞍山製鉄所制定の製鋼計画が中国の需要の充足

にまず着眼していると言 っても ，それは決して真実の言ではない。「草案」の中でわざ

と中国市場の需要を突出させているのは，下心があ ってのことである。なぜなら彼らが

中国に製鋼工場を必要とするというのは，総じて言うことに筋が通っていないからであ

る。 中国北部の鋼材供給の独占に至っては，主要には日本国内鉄鋼業の事情によるもの

である。そうした方面は，正確に言えぼ，鞍山製鉄所の基本においては間接的地位を占

めていた。主要任務はやはり日本で不足している銑鉄や粗鋼を供給することであ った 。

それらをさらに製錬や加工した後に，ふたたび中国に輸出し，市場の独占と ，暴利の獲

得が図られた。ここにこそ計画の本質があ った 。

　この計画案では第１期は銑鉄４０万ト１■ ，鋼材２３．７万トンとし ，１９２９年に執行に着手し

て１９３１年に完成させ，その後５年毎を１期とする予定であ った（表１４参照）。 第１期以後

は小型鋼材，薄板，ブリキ板生産能力だげがやや増大し，その他はすべて第１期の水準

にとどまっ ている。生産量については，最初は余裕を残し，生産能力を下回らせておく
が， その後は一定程度づつ生産能力の超過を達成し，利潤率の上昇が期待されている
（表１５参照）。

　計画案は１９２８年１１月２３日に満鉄理事会を通過した後，１２月７日に日本政府に報告され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）た。１９２９年１月１１日に日本内閣総理大臣の正式承認がなされた。それと同時に満鉄顧問
　　　２）
伍堂卓雄がドイツに派遣され，機械設備の購入についての研究と事務が進められた

。

　（２）新義州での昭和製鋼所別個建設への変更

　鞍山での製鋼計画がちょうど確立された頃は，日本側が中国による輸入関税および国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）産品輸出税引上げ決定を知りえた時期であ った。すなわち，従来５％であ った従量税が
２－

５％（つまり正税の５０％）引上げられようとしており ，さらに中国名海港より輸出され

る際に徴収されていた沿岸貿易税が５０％，つまり１．２５％引上げられることにな っていた 。

こうして鋼材の正税は従来の０，１２５海関両（トン 当たりに換算して ，３．３０円）からトン 当た

り５円（５０％増）に引上げられた。そして各港口よりの積出しにはさらに従来の貿易税

が必要であり ，それはトン 当たり１ ．６５円の５０％増し，つまり２．５０円に引上げられること

にな っていた。正税と一緒にすれぼ，トン 当たり約７．５０円に達した 。

　当時，我国東北のいくつかの税関は日本関東庁と日本領事館の管轄地区内にあ った 。

条約が規定する制度にしたがえぱ，たとえぱ大連税関が新たに規定にもとづく税率改正

を行おうとし，関東長官の同意を要請したとしても ，関東長官が強硬に同意を拒めぽ
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２７）
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表１４鞍山製鉄所製鋼計画（１９２８１０） （単位 ：万トン）

生産能力及製品生産量
第１期

（１９２９～１９３１年） 第２期 第３期 第４期

高　　　　炉 ４０ ．０ ４０ ．Ｏ ４０．０ ４０ ．０

製鋼工場
３５ ．Ｏ ３５ ．０ ３５ ．０ ３５ ．０

生産能力 分塊工場
３０．Ｏ ３０．０ ３０．０ ３０．０

小型鋼材工場 １０ ．０ １Ｏ．０ １５ ．０ １５ ．０

薄板工場
５． ０ ５． ０ ７． ０ ８． ０

プリキエ場
１．

Ｏ ２． ０ ３． ０ ３． ０

銑　　　　鉄 ４０．０ ４１ ．５ ４３ ．０ ４４ １５

鋼　　　　塊 ３０．０ ３１ ．７６ ３３．５３ ３５．２９

鋼　　　　片 ２６．０８ ２７ ．６２ ２９．１５ ３０．６９

製品生産量 小　型　鋼
７． ０ １０ ．Ｏ １２．００ １５ ．００

黒　鋼　　板
５． ０ ５． ０ ７． ００ ８． ０

ブ　　リ　　キ
１．

０ ２． ０ ３． ＯＯ ３． ０

薄　板　片
１０ ．６７ ７． ６２ ３． ０４

ｉ
注： 第１期以降，毎５年１期 。

資料出所満鉄楮案，甲種，総体，文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊第９号 。

　　　　　　　　　表１５　鞍山製鉄所計画投資額及利潤率

投資額及利潤率
第１期

（１９２９～１９３１年） 第２期 第３期 第４期

製鉄部門 ：

投資額（万円）
４， ８３０．１５ ４， ８３０ ．１５ ４， ８３０ ．１５ ４， ８３０ ．１５

利潤率（％）
７． ００７ ７． ３０８ ７． ６０８ ７． ８８４

製鋼部門 ：

投資額（万円）
２， １４６．５０ ２， ２４６．５０ ２， ５６１ ．５０ ２， ６３６．５０

利潤率（％）
７． ８０６ ８． ６７７ １０．６９６ １０．９１１

銑鋼合計 ：

総投資額（万円）
６， ９７６ ．６５ ７， ０７６．６５ ７， ３９１ ．６５ ７， ４６６ ．６５

利潤率（％）
７． ２５３ ７． ７４２ ８． ６７８ ８． ９５３

注： 第１期以降，毎５年１期 。

資料出所満鉄楮案，甲種，総体，文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊第９号 。

従来通りの執行しかできたか った。ただし，中国の他の税関がすべてすでに新税率を執

行しているのに，東北の税関が長期間例外であることは不可能である。しかも中国がさ

らに関税を引上げようとするかもしれなかった。それに対して日本はおとなしく従うこ

とを望まなかった。さらに，山本条太郎はつぎのようにさえ考えていたのである。製鋼

所を東北に設立して，「中国人に技術を習得させること ，あるいは中国に大量の抽金を
　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
注ぎこむことは，ともにあまり適当でない。」このため，１９２９年２月にな って山本条太

郎は，日本の東京付近に鋼鉄年産３５万トソの製鋼工場を建設するべきであるという ，鞍

（１２８）
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山精鉱の利用についての奇抜た考え方を提出した。しかし，鞍山の粗鋼を日本に運ぶ方

が， 鞍山の精鉱および東北の石炭を日本に運んでから日本で製鋼するよりも ，鋼鉄 コス

トがトン当たり５円低くなる見込みであることが調査の結果明らかにな った。山本の目

論見は実現しなかった。ち ょうどその時，ドイツで研究していた伍堂卓雄顧問がさらに

つぎのような意見を提出した。彼の考えでは，外国の製鋼規模は５０万トンが最低基準と

なっ ていた。そのため彼は製鋼所の生産能力の拡大を建議した。それにもとづき満鉄は

さらに人員を組織して日本の釜石や中国の長江沿岸，本渓湖等の土地における工場設立

の可能性を研究した。しかし，各方面の調査研究の結果はすべて，上述のどの地方に工

場を設げてもその生産 コストはすべて鞍山を上回ることを明らかにしていた。やむなく

山本は再び鞍山に工場を設立する決心をする以外仕方がなか った。そして鋼鉄年産５０万

トソの規模にしたがって再度新たな計画が策定された。ただし，彼の心中にはなお中国

の関税引上げ問題に対する懸念が存在していた 。

　１９２９年４月某日 ，山本条太郎は突殊朝鮮の新義州に工場を設立する構想を打ち出した 。

彼はふいにつぎのことに考えが及んだのである。その土地に工場を設けれぼ（朝鮮は当

時日本の領土に属していたため），すでに得ることができている政府の補助金に加えて関税

の納入も免れることができ，そのほか原料産地にも比較的近く ，運賃も比較的少ない 。

その後の詳細な計算の結果，新義州に設けた工場で生産された鋼塊を日本に運ぶ場合の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
トン 当たりコストは，鞍山に工場を設ける場合よりも９円低いことが証明された。満鉄

はついに全力で新義州工場設立計画の策定に向い，５月８日に計画を作り上げ，５月１３

日の伍堂顧問帰国による計画案の若干の修正の後に，直ちに製鋼所は準備段階に入 った 。

　昭和製鋼所の成立をできるだけ早くするために，山本総裁は６月７日に日本に帰国し ，

東京で準備工作を進めていた伍堂をはじめとする人 々を促して時間を切りつめさせた 。

しかし６月２９日に突然政局に不穏な情勢が広が った。ひとたび内閣の更迭をみれぽただ

ちに山本総裁の去就問題が目前に迫ってくる。そこで彼は任期内にこの事をうまくやり

とげようと決心した。製鋼工場設立に向けて突撃する一場の活劇がこのようにして始ま

った。山本は小日山およぴ神鞭両理事に大急ぎで関係官職者（関東庁監理官およぴ関東長

官等の人物をその中に含む）を訪問させ，承認を求めた。しかし，彼らは拓務省殖田監理

官のところより ，兼任拓務大臣の田中義一首相の命令がすでに出されていて，新任大臣

の就任以前はどのような事業であれすべて承認することはできなくな っている，という

ことを知った。後にな ってやっと気がついて，田中義一は製鋼計画をしぱらく延期しよ

うとしたのである。しかし山本はゆっくり進める余裕はなく ，それによっ て従来の苦労

（１２９）
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が水泡に帰することを非常に恐れた。７月１日 ，彼はみずから夜を徹して田中首相に会

見した。山本の一つの行動を経て田中は終に態度表明を行い，目前に進められている事

に対して異議を唱えないとともに，それを電話で拓務省に通知した。すでに首相の同意

表示がなされた上は，山本らはまさに分秒を争って準備工作を進めた。翌日（７月．２日）

に満鉄は株金を払込み，７月３日に設立総会が開かれ，７月４日には昭和製鋼所の正式

設立が発表された。前後たった３日もたたないうちに，一つの大型鉄鋼企業が機会に乗

じてたちまち誕生したのである 。

　しかしながら，建設速度がどんなに早くても政局のまたたく間の大変化には追いつく

ことができない。田中義一は７月１目の夜，口興で山本の要望に同意したが，その翌日

にはただちに浜口か彼に代って内閣総理大臣に就任した。昭和製鋼所設立の発表は結局

内閣更迭の背後に隠れてしまっ た。 ７月４目の午後に拓務次官は通知を行い，投資問題

については政府の承認を得なけれぱならないと述べた。満鉄はこのことがすでに関東長

官および拓務大臣（田中のこと）の同意をえており ，また設立総会の開催もすでに発表

されているという理由をあげ，この上政府の承認をえる必要はない，とした。しかし拓

務省は，事情が内閣更迭時期に発生しており ，補足手続がなされるべきであると指示し

た。 満鉄は文書形式による申請が好ましくない結果を招くことを非常に恐れて，追認手

続をとることを拒絶した。山本総裁は新内閣がこの件に対して異論を持っているらしい

ことを考慮し，ついに登記手続を暫く停止することを命令した。それと同時に彼は直接

新内閣と談判し，もし政府がこの事業を興すことを希望しないのであらば，きっ ばりと

解散すると述べた。結果は，拓務省の態度の軟化であ った。昭和製鋼所は７月１３日に朝

鮮の京城で登記手続を完了した 。

　前もっ て策定していた計画案にしたがって，朝鮮の新義州に設立された昭和製鋼所は

独立企業であ った。満鉄の鞍山製鉄所はその玄ま現状を維持した。昭和製鋼所は鞍山製

鉄所から精鉱を購入して焼結鉱をつくり ，また撫順および本渓湖より購入した石炭を用

いて コークスとすることとされた。それに自らの経営で採掘した石灰石を加えれぱ年産

銑鉄５０万トソが可能であり ，鉱石製鋼法による製鋼の上で圧延して鋼材を製造すれぱ ，

薄板鋼および鋼塊が年産３３万トン，鋼材１０万トソ，溶接管鋼および小型丸鋼５万トソの

規模が達成できるとされた。それとともに副産物の回収および生産がなされ，そのうち

硫安の生産量は２０万トソに達するとされた 。

　工場は新義州の比較的堅固で平坦な場所に建設されることにな った。焼結工場，製鋼

工場，およびコークスエ場の原料は鉄道により中国東北から運び込まれ，製品は鋼材工

（１３０）
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場や硫安工場等から貨車で多獅島港まで運ばれた後，船に移し替えられて日本に向うこ

とにな っていた。工場の面積については当面の必要だげでなく発展の余地も残しておく

こと ，すなわち年産銑鉄１００万トン，硫安４０万トンの規模まで発展する余地を残してお

くことが考慮された。主な製鉄設備はつぎのようなものであ った。容積８８７市，銑鉄日

産７５０トノの高炉２基。容積１００～１２０トノの傾注式平炉５基。６００トノの混銑炉１基 。

３００トンの予備精煉炉３基。付属設備を含む全部を包括した総投資額は９，３００万円で，そ

のうち第１年度の投資は２，３００万円とされた。建設工事は１９２９年９月１日に起工の上
，

１９３２年３月３１日にすべて完成する計画であった。これと同時に多獅島の港湾建設工事も

実施され，製鋼工場の操業開始時に完成させることにな っていた。工場設備の大部分は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）ドイツより購入し，１９２９年よりつぎつぎに大連に運ぱれる予定であ った 。

　設立総会を通過した章程には，昭和製鋼所の資本金は総額１億円で全額満鉄が出資す

ること ，本杜は京城におくことが定められていた 。

　実際には，昭和製鋼所が正式に設立される以前に，工場建設活動はすでに開始されて
　　　　　　　〔１〕
いた。１９２８年５月に満鉄は東亜勧業会杜専務取締役吉植庄三に密命して，新義州多獅島

築港問題および工場用地買収問題の調査を進めさせた。同時にまた朝鮮総督府に対して

あらかじめ援助を要請していた。山本条太郎も自ら新義州に行き活動している。最終的

には，工場は新義州付近の光城面，光津面および龍川郡北中面を中心とする地域と多獅

島の後背山に設立することにな った。つづいて，満鉄と朝鮮当局の検討の結果，できる

だけ個人名儀で秘密裡に土地を買収し，「土地収用法」の援用は最後手段にとどめるこ

とを決めた。土地買収事業は安東金融会長張駿植が表に出て進められ，新義州方面は道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
評議員姜利瑛，龍川郡方面は揚下面長および北中面長等の人間が表立って仲介しながら

進んだ。買収活動は５月上旬に始まり ，新義州方面は東亜勧業会杜吉植庄三の名義か利

用され，龍川郡方面では張駿植の名義が利用されたものの後日吉植の名義に改められる

ことにな っていた。「新義州方面で吉植の名義が使用されたのは人 々の注目をそらし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
主要目的である龍川郡の土地買収を助けるためであ った。」その結果，非常に早く８４万

坪の土地が買収された。支出された費用は４５．９８万円で，その中には土地代，張駿植の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
名義代，および姜利蹟等の人々に対する報酬金の支給が含まれていた。このように大規

模に土地をとり上げたことは，現地の人民に重大な損害を及ぽし，「当地の人 々のきわ
　　　　　　　　　　　　　１１）
めて大きな反感をひき起こした」。

（３）新義州工場建設活動の停止

（１３１）
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　昭和製鋼所の建設地が鞍山から新義州に改められたという情報が伝えられると ，鞍山

の日本経済界の人々の中に猛列な反発を生みだした。１９２８年１０月の製鋼計画策定時に生

じたような状況は，直ちに失われてしまっ た。 当時，鞍山で製鋼計画が一歩づつ実現さ

れようとしていたため，彼らは大いに希望を感じていた。このため，伍堂卓雄が設備の

研究と購入のためドイツに向って出発するにあた って，鞍山の日本人は熱烈な歓送を行

っていた。ところが１９２９年５月にな って，山本条太郎が一夜の間に工場地を変更した後

には，鞍山の雰囲気は一変してしまっ た。 とくに５月３１日 ，鞍山における日本人実業協

会会長が製鉄所の千秋所長を訪問し，伝聞が誤りでないことを確かめた後は，情勢の緊

張はさらに高まっ た。 翌日 ，鞍山の日本人はただちに５名の代表を大連の満鉄本杜に向

けて派遣し，山本総裁と面会して詳細な問い合わせを行った。山本の方はいわゆる鉄鋼

国策について大いに宣伝に努めた。鞍山の日本実業界は初めはほん弄され荘然自失の状

態であ ったが，すぐに強烈な不満を表明するに至った。彼らはすぐに鞍山経済研究会を

結成し，同会は７月１７日に実業協会に委託して日本内閣総理大臣およぴその他の大臣に

「陳情書」を提出し，鞍山での工場建設を強く要求した。７月下旬には「陳情運動」が

さらに盛り上がりをみせ，実業協会は代表を東京に派遣して「陳情」した他，鞍山の日

本人大会を主催し，ｒ満蒙の開発においては，帝国の根本国策にしたがう鞍山における
　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
製鋼工場建設を希望する」という声明書を採択した。鞍山のこれらの活動は大石橋，公

主嶺，鉄嶺，遼陽，長春，撫順等の日本人経済団体の支持と支援をえるに至 った 。

　鞍山の日本経済界を中心とする請願活動が事態を動かしたかどうか，また大きく動か

したかどうか推測する方法かない。しかし，はっきりと疑いのない事実は，新義州の工

場建設計画が極めて急速に停止してしまっ たことである。浜口内閣が田中内閣に交替し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
た後，８月１４目に山本条太郎は満鉄総裁を辞職し，仙石貢がその任を継いだ。彼は新内

閣の指示にもとづき新義州工場建設計画をもう一度審議することにし，伍堂卓雄をはじ
　　　　　　　　　　　　　　　〔２〕
めとする特別審査委員会を設立した。満鉄内部でも１９２９年９月に新義州，鞍山，大連 ，

撫１１１貢等の建設候補地の各種諸条件が集中的に研究し討論された 。

　何故新義州に工場が建設されなけれぱならないかについて，策定された「製鋼計画

書」には以下のいくつかの理由が羅列されていた。徴収を免れられる関税が年間５００万

円に達する。朝鮮の人々に職業を求めることを可能にし，日本への流入が避けられる 。

原料産地に近く ，安奉線の６００万トンの運輸余力を利用することが可能であり ，同時に

収入も獲得できる。鋼塊１トソ当たり８．５０～１Ｏ円の政府補助金が獲得できる。予想外の

事態が発生しても ，自衛するのに都合が良い，等々である。唯一の不利な点は海上交通

（１３２）
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が不便なことであるが，新義州から１０数マイルの距離にある多獅島には不凍港が建設で
　　１４）

きる。これらのいわゆる理由は，新義州工場建設計画の再審議の際にも当然もう一度強

調された。それ以外にもさらに，山本条太郎の２つの特別考慮が審議中に紹介された
。

１つは水問題であ った。彼は鞍山の用水が当面は問題とはならないものの，将来工場規

模が５～６倍に拡大した場合には，水利権を掌握していないために必ず重大な問題とな

ると考えていた。もう１つはつぎの点である。「ただ満洲の資源を完全に利用しようと

することだけでよく」，「むだに中国人を雇用する必要はない。彼らに仕事をさがさせる

べき
剖。

　反対に，新しく満鉄総裁となった仙石貢は鞍山での工場建設に熱心であり ，日本政府

に対する関税徴収免除や奨励金支給の要望の提出に積極的であ った。しかし井上大蔵大

臣がこの要求を拒否したため，結果として井上と仙石貢との間に衝突が生じ，浜口首相

がやむをえず調停に乗り出すまでに至った。１９３０年７月１４日 ，浜口首相は官邸において

昭和製鋼所の立地を決定する閣議を開催した。幣原外相，井上蔵相，俵商相，松田拓相 ，

江木鉄相，および仙石貢総裁等が政府の保護政策と工場立地問題で意見交換したが，結

果は二種類の意見に分かれてしまっ た。 問題は仙石貢が提出した保護および奨励の要求

について，日本政府の中の一部の者が賛成し，一部の者が反対したことである。会議は

長時間にわたって続けられたが，問題は未解決に終 った 。

　この閣議の後，新義州工場建設問題に関して，まず多獅島港建設の可能性を研究する

ことが決定された。満鉄総裁は有名な港湾建設専門家である直木倫太郎，井上範，安芸

杏一 丹羽鋤彦等を多獅島建港調査委員に特別に任命し，彼らは８月に揃って現地に赴

き詳細な調査をおこな った。つづいて，満鉄は港湾関係技術者６０数人を調査に向かわせ

た。 その他，九州大学教授石島博士もその仕事の参与とな った。ただし，政府内部で意

見が分かれたことに見られるように，東京で開かれた多獅島建港問題協議会は調査結果

を発表することがなか った 。

　１９３０年１１月 ，仙石貢は東京に戻り ，多獅島調査委員会の報告を聴取した上で最終決定

を下す準備をした。しかし，工場立地問題は関税，奨励金ならびに鉄鋼企業配置等の重

大問題と関連しているため，政府は依然として決定することかできなか った。１９３１年３

月１５日 ，仙石貢は再度帰国して問題の解決を試みたものの，途中で発病し，床にふして

しまっ た。 まもなく浜口内閣は辞職して若槻内閣が成立し，仙石貢も満鉄総裁の職をお

りた。ここに至 って，昭和製鋼所問題をめぐる動きは停頓せざるをえなくな ってしまっ

た。１９２８年に策定された製鋼計画は，ついに３年続いて実現できなかった。伍堂卓雄が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３３）
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昭和製鋼所を代表してドイツで購入契約を結んだ８００万円余りの機械設備は，すでに大

部分が１９２９年７月から１９３１年２月にかけて大連に運ぱれてきていたが，ただ倉庫に放置

しておくことしかできなかった。数十万円を費して買収した８４万坪の土地もただ荒地の

ままにしておくことしかできなかった。仙石貢の後任として満鉄総裁に就任した内田康
　１６）

哉も，日本軍国主義による戦争準備と中国東北併合の野望が強められ，情勢が日を追う

ごとに緊張していく状況の下では，昭和製鋼所問題を解決することかいよいよ困難であ

った。満鉄は１９３１年にももう一度研究と討論を重ねたものの，結論を出すことはできな

かっ た。１９３１年８月２０日 ，昭和製鋼所杜長伍堂卓雄は第３回株主総会で行った営業報告

（実際には工場建設がなお行われていない）において，内田総裁および江口定条副総裁に対

して強く要望して，工場建設計画の採択を実現しようとし，すでに深刻な経済恐慌に陥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
っていた我国東北における日本「企業界」を刺激した。しかし，その後１ヵ月もたたな

いうちに，日本帝国主義は長期間温めてきた謀略「９ ・１８」事変を発動したのである 。

　　　１）１９２９年１月１１日付「内閣総理大臣田中義一満鉄宛拓秘６２８号指令」満鉄楮案，甲種，総体 ，

　　　文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊の１ ，第９号 。

　　 ２）伍堂卓雄。日本海軍中将，呉海軍工廠廠長をかつてつとめ，顧問の身分で製鋼工場の建設

　　　　事業に参加した。昭和製鋼所成立後杜長に任命されるとともに満鉄理事を兼任。以後入閣し

　　　　て商工大臣に就任 。

　　　３）従量税とは商品の重量，数，容積，面積等を計算して徴収する関税である 。

　　　４）１９２９年９月２０日 ，満鉄業務課参事右近又雄ｒ満鉄第１次製鋼計画審査委員会における発

　　　　言」，満鉄楮案，甲種，総体，文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊の３ ，第１号 。

　　　５）後にさらに計算した結果，１１ ．９４円とな った 。

　　　６）満鉄鉄鋼立地条件調査委員会ｒ昭和製鋼所事業概要」１９２９年７月 ，謄写印刷 。

　　　７）東亜勧業会杜は満鉄か投資し経営する子会杜である 。１９２１年以降，同杜は「国策推進の前

　　　　衛機関」として農業および土地を中心に侵略活動〆推進した 。

　　　８）「面」とは行政区であり ，揚下面長およぴ北中面長はすへて行政職てある 。

　　　９）１０）満鉄「第５８回帝国議会説明資料」別冊，ｐｐ．４０－４３ ．

　　 １１）１９２９年８月３１日 ，東亜勧業会杜専務取締役吉植庄二ｒ新義州における製鋼所用地買収に関

　　　　する経過報告」満鉄楮案，甲種，総体，監理，関係会杜監理，昭和製鋼所，第２２１冊の１ ，

　　　　第２２号 。

　　 １２）満鉄楮案，甲種，総体，文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊の１ ，第１４号 。

　　 １３）仙石貢（１８５７－１９３１年）。 東京大学卒業。１８９１年工学博士。１８９６年逓信省鉄道技監。１９０８

　　　　年政界に入り ，衆議院議員に３回当選。１９１４年鉄道院総裁，１９２４年鉄道大臣。民政党成立時

　　　　に顧問に推挙された 。
　　
１４）１９
茅奉 ７月 ，昭和製鋼所ｒ製鋼計画書」満鉄楮案，甲種，総体，文書，監理，昭和製鋼所 ，

　　　　第２２１冊の１１，第２号 。

（１３４）
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１５）１９２９年１２月７日 ，ｒ製鋼計画討論のために開かれた満鉄理事会議事要録」満鉄梢案，甲種 ，

　総体，文書，監理，昭和製鋼所，第２２１冊の２ ，第９号 。
１６）内田康哉（１８６５－１９３６年）。 伯爵。１９０１年北京駐在公使，１９１１年西園寺内閣外相 ，１９１８年

　以後連続５年間にわたり原敬，高橋，加藤内閣外相，その間に２回臨時首相を兼任，１９２５年

　枢密顧問官，１９３０年貴族院議員，１９３１年満鉄総裁を歴任。彼は「幣原外交」の推進を図 った

　が，「９ ・１８」事変後は軍部との積極協力に転換した。１９３２年の外相在任時に「焦土外交」

　を主唱した 。

１７）１９３１年８月２０日 ，伍堂卓雄杜長が第３回定期株主総会において行った営業報告。満鉄梢案 ，

　甲種，総体，監理，関係会杜監理，昭和製鋼所，第９１冊，第１２号 。

〔訳注〕

　〔１〕　 １９２９年５月の誤植と思われる（『昭和製鋼所廿年誌』ｐ．１７参照）。

　〔２〕　 １９２９年９月１４日に組織された製鋼計画審査委員会（委員長大平駒槌副総裁，伍堂卓雄他

委員１５名）を指す。『昭和製鋼所甘年誌』ｐ．１７参照
。

（１３５）




